
 

事業計画（福島県広野町） 

 

１．海岸対策 

 

① 海岸の状況※ 

町内の地区海岸数        ７地区海岸 

被災した地区海岸数       ５地区海岸 

応急対策を実施した地区海岸数  １地区海岸 

本復旧を実施する地区海岸数   ５地区海岸 

 

② 堤防高 

平成２３年１０月８日に堤防高を公表※。 

広野海岸  ：T.P.  8.7m（対象津波：明治三陸地震タイプ） 
※ 公表した堤防高を基本に、環境保全、周辺環境との調和、経済性、維持管理の容易性、施工性、公衆

の利用等を総合的に考慮して決定する。 

 

③ 復旧の予定 

 復旧する施設の概要計画については、平成２３年１１月までに策定済み。これに基

づく本復旧工事の実施については、他の事業との調整等を進めながら今後決定する。 

 本復旧工事の完了については、まちづくりや産業活動に極力支障が生じないよう、

計画的に復旧を進め概ね５年での完了を目指す。 

 

④平成２４年度における成果 

・３地区海岸において、本復旧工事に着工※した。 
※ 工事着工とは、復旧工事の工事契約等をもっていう。 

 

⑤平成２５年度の成果目標 

 ・全ての地区海岸において、本復旧工事の着工※を目指す。 

※ 工事着工とは、復旧工事の工事契約等をもっていう。なお、上記目標には平成 23 年度に着工し

た地区海岸を含む。 

 

⑥ その他 

・地区海岸毎の計画等については別添一覧表に記載。 

  



広野町

海岸保全施設の復旧にかかる事業計画

施設の高さ (T.P)

被災前
現況高

(m)

被災後
復旧高

(m)

概要計画
策定

詳細計画
策定

左記の
実施状況

工事
着工

左記の
実施状況

工事
完了

左記の
実施状況

その他の場合に詳細を
記載

広野町 浅見川 837 堤防、離岸堤 5.50 8.70 完了 H23.10 H23.11 策定済み H24.1 着工済み H26.3 完了予定 ・応急復旧
堤防工Ｌ＝８３７ｍ
離岸堤工Ｌ＝５１０ｍ

広野町 高萩 450 消波堤 崖 4.00 － H23.10 H23.11 策定済み H24.1 着工済み H26.3 完了予定 消波堤工L=４５０ｍ

広野町 下北迫 85 堤防、消波堤 6.20 8.70 － H23.11 H25.3 策定中 H24.8 着工済み H26.3 完了予定
・背後地の土地利用計画と調
整を行った。

広野町 折木 436 堤防 6.20 8.70 － H23.11 H25.3 策定中 H25.10 着工予定 H26.3 完了予定
・背後地の土地利用計画と調
整を行った。

広野町 夕筋 225 護岸 6.20 6.20 － H23.10 H25.3 策定中 H25.10 着工予定 H26.3 完了予定
・背後地の土地利用計画と調
整を行った。

H24予算での
実施内容

H25年度の
実施内容等

市町村 地区海岸名
堤防護岸

延長
(m)

主な施設
応急
対策

復旧の予定



 

２．河川対策 

 

【県・市町村管理区間】 

① ２級水系北迫川水系など※１の県管理区間では、全箇所の災害査定を完了し、９箇所
※２で災害復旧事業を予定。 

なお、広野町の町管理区間では、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の該当事

業はない。 

 

② 平成２４年度は、他事業との調整、地元住民との調整等を実施し、設計、地元調整

等の施工準備が終了した箇所から、順次、本復旧に着手。本復旧は、海岸堤防の整備

計画及び町が策定する復興計画等と整合を図りながら逐次整備し、概ね５年を目途に

全箇所完了させることを目標とする。（まちづくりと一体となって実施する区間につ

いては、まちづくりと堤防整備の調整を図りながら実施。） 

併せて、堤防において液状化のおそれがある箇所については対策を実施。 

 

③ 平成２４年度までの成果 

   ・９箇所で災害査定を実施 

・平成２５年度に本復旧に着手できるよう、他事業との調整、地元住民との調整

等を実施 

 

④ 平成２５年度の成果目標 

 ・引き続き調整等を実施しながら用地を取得し、本復旧に着手予定 

 

※１ 位置図を参照 

 ※２ 一連区間の取扱い方等により、箇所数は変動しうる 

  



復興施策の事業計画 参考図面 河川 広野町

×

新地町

相馬市

南相馬市

広野町

いわき市

広野町

【県管理河川】
3水系 3河川 9箇所

（二）折木川水系 1河川 2箇所
（二）浅見川水系 1河川 2箇所
（二）北迫川水系 1河川 5箇所

図面：福島県提供



 

３．下水道 

 

① 箇所名：広野浄化センター（※位置図を参照） 

 

② 平成２４年度における成果 

平成２４年７月に通常レベルの処理を開始。 

  



 

４．農地・農業用施設 

 

① 被災状況 

津波により約 60ha の農地及び農業用施設に甚大な被害 

 

② 農地等の復旧 

復興計画等に基づく各種工程と調整を図りながら、早期の復旧を目指す。 

○平成 25 年度から営農が可能な農地 約 24ha 

○平成 26 年度以降に営農再開を目指す農地 約 17ha 

 

現時点における農地復旧の見通しを示したものであり、今後の地元調整等によ

り、面積は変わり得るもの。 

 

  



 

５．復興まちづくり 

 

（１）造成宅地滑動崩落緊急対策 

①地区名：下北迫字苗代替地区 

 

②東日本大震災復興交付金を活用して、平成２４年度から造成宅地滑動崩落緊急対策 

工事の実施設計のための調査・測量・設計を開始。実施設計が完了次第工事に着手。 

 

③平成２４年度における成果 

被災した造成宅地における調査及び実施設計を完了し、滑動崩落防止のための工事 

に着手。 

 

④平成２５年度の成果目標 

造成宅地滑動崩落緊急対策事業を完了する。 

 

（２）学校施設等 

 

① 幼稚園・小中高等学校等 

（ⅰ）公立学校 

＜広野町立学校＞ 

東日本大震災により被災した町立広野小学校、広野中学校、広野幼稚園、学校給

食共同調理場を、公立学校施設の災害復旧に係る国庫負担（補助）の事業計画に基

づき、以下のとおり早期の復旧を行った。 

なお、東京電力福島第一原子力発電所事故の影響により当町が指定されていた緊

急時避難準備区域が平成 23 年９月 30 日に解除されたことに伴い、本格的な災害復

旧を行うことが可能となったことから、比較的軽微な被害に留まる学校施設であっ

ても、平成 23 年度末までの工期で復旧が実施された。 

○ 比較的軽微な被害に留まる広野幼稚園・広野小学校・広野町学校給食共同調

理場の３施設については、平成 23 年度内に復旧が完了した。 

○ 被災度区分上、小破となった広野中学校については、本校舎と併せて敷地内

土地の復旧工事も併せて行った。 

○ 被災度区分上、大破となった広野中学校技術家庭科室棟については、既存の

建屋を取り壊した上で同位置に改築した。平成 23 年度内に事業を着手し、平成

24 年度内復旧完了した。 

○ 福島第一原発事故によりいわき市立中央台南小学校へ移転して再開している

広野小学校について、学校運営に必要な応急仮設職員室を設置し、広野町内本

校舎での授業再開まで使用する。（平成 24 年 8 月 27 日再開） 



 

 

② 公立社会教育施設（公立社会体育施設と公立文化施設を含む） 

＜広野町立社会教育施設＞ 

広野町立社会教育施設及び社会体育施設は、広野町公民館・広野町中央体育館・

広野町総合グラウンド及び附属施設等が広野町中央台地区に集中している。 

広野町公民館は、周辺舗装面の整備等比較的軽微な被害に留まる見込みであるが、

社会体育施設は現在除染作業中であり、見通しが立っていない。 

  



 

６．災害廃棄物の処理 

 

① 推計量について 

東日本大震災においては、地震による大規模な津波及び地震による建物の倒壊等に

より膨大な量の災害廃棄物等約 80 千トン（災害廃棄物が約 55 千トン、津波堆積物が

約 25 千トン）発生。 

 

② 搬入状況について 

現在住民が生活している場所の近くの災害廃棄物については、平成 23 年７月まで

に仮置場へ概ね搬入した。平成 25 年３月末現在、災害廃棄物約 46 千トン(推計量の

84％)、津波堆積物約 5 千トン(推計量の 20％)を仮置場へ搬入済み。損壊家屋等の解

体により生じる災害廃棄物の仮置場への移動については、現在も大半の住民が各地へ

避難しており、解体総数の把握及び隣接者との境界確定に時間を要し、解体撤去が早

期に行えなかった。残りの解体・搬入は、目標期間内に処理完了できるよう調整しつ

つ、実施中であり、平成 25 年９月までを目途に完了させる。津波堆積物についても、

仮置場の確保が困難であるため、昨年度は予定通り進んでいないが、処理を並行して

進め、仮置量の減容化に努めることで平成 26 年３月までを目途に完了させる。 

 

③ 処理状況と処理完了目標について 

平成 25 年 3 月末現在、災害廃棄物約 21 千トン（推計量の 38％）の処理を実施、津

波堆積物についてはまだ実施していない。 

中間処理・最終処分については、腐敗性等がある廃棄物を速やかに処分しつつ、可

燃物以外の災害廃棄物については平成 26 年３月までを目途として処分を行う。なお、

金属くず、コンクリートくずほか再生利用を予定しているものについては、劣化、腐

敗等が生じない期間で再生利用の需要を踏まえつつ適切な期間を設定する。また、津

波堆積物については、平成 26 年３月までを目途に処理を行う。 



工程表（福島県広野町）

4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

１．海岸対策

２．河川対策

３．下水道対策

４．農地・農業用施設

（注）本工程は、被災した農地を原形復旧する場合の工程を検討し、営農再開を目指す時期を示したものであり、復興計画等に基づく各種工程と調整を図りながら進めていく必要がある。

５．復興まちづくり

（１）被災した造成宅地について

ヘドロ等が厚く又は広範
囲に堆積し、畦畔等も損
傷している農地 等

（県・市町村管理区間）

広野
浄化センター

H２３ H24 H25
H28以降

H27H26

計画堤防高さの公表

（10/8福島県公表）

施工準備

（堤防設計等）応急対策 本復旧（逐次完了し、全ての区間について概ね５年での完了を目指す。）

出水期 出水期 出水期

施工準備
（堤防設計等）

本復旧
（河口部では、隣接する海岸堤防の整備計画、市策定の復興計画等を

踏まえ、整備を逐次完了し、概ね５年を目途に全箇所復旧完了予定。）

出水期 出水期

通常レベルの処理開始（7/17）

※4/22 屋内待避指示が解除され、緊急時避難準備区域に

簡易処理 通常処理

緊急対策工事

のための調査・

設計を実施

滑動崩落防止のための

工事を実施

がれきの撤去 土砂撤去、除塩、畦畔の復旧等 営農再開



4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

H２３ H24 H25
H28以降

H27H26

（２）学校施設等

○幼稚園・小中高等学校等

＜町立学校＞

＜町立社会教育施設＞

６．災害廃棄物の処理

災害廃棄物等の
仮置場への移動

中間処理・最終処分

比較的軽微な被
害に留まる学校
の復旧

比較的軽微な被
害に留まる社会
教育施設の復旧

甚大な被害を受
けた学校の復旧

（住民が生活している場所の近くの災害廃棄物の仮置場への移動）

（その他の災害廃棄物等の仮置場への移動）

（中間処理・最終処分） （木くず、コンクリートくずの再生利用は劣化等が生じない

期間で需要を踏まえつつ、適切な期間を設定）

幼稚園・小学校

・給食センター復旧

仮設職員室設置

校舎・土地・ﾃﾆｽｺｰﾄ復旧及び改築工事

復旧
工事
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